
政策的経費の編成状況 令和８年１月２２日　 第４回パブリックコメント資料

◆表４ 要求額及び査定経過（特別会計等） ◆

要求額
第１回　査定事業費
（１２月２３日）

第２回　査定事業費
（１月１３日）

第３回　査定事業費
（１月２２日）

事業数 23 23 23 23

総事業費
（ａ＋ｂ＋ｃ）

23億1,200万円 19億3,450万円 19億3,450万円 19億3,368万円

うち一般会計からの繰入金等　ａ 2億9,265万円 6,894万円 5,639万円 5,639万円

うち地方債（市債）ｂ　*１ 14億3,010万円 12億8,880万円 12億8,880万円 12億8,880万円

うちその他（国庫補助金等）ｃ　*２ 5億8,925万円 5億7,676万円 5億8,931万円 5億8,849万円

※金額の端数は四捨五入

【用語の解説】

*１　一般財源…市税や地方交付税など、使用目的が特定されていない市の収入です。

*３　その他（国庫補助金等）…国・県の補助金、基金、使用料などの当該事業のための他からの収入などです。

*２　地方債（市債）…地方公共団体では、学校や庁舎を建設する場合など、一時に多額の経費を必要とすることがあります。
　　　　　　　　　　 地方債とは、その資金調達のための国や金融機関などからの借り入れ（債務）であり、返済期間が一会計年度を超えて行われる借金です。


